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    ＜要 旨＞ 

社会環境・経済環境の変化により、イノベーションの継続的な創出
が重要であると考えられている。そしてイノベーションを創出できる
人材として博士課程修了者への期待が高まっており、そのためには博
士課程修了者が多様なキャリアパスを歩むことが必要であると考え
られている。 

博士課程修了者個々人がどのようなキャリアを構築するかは本人
の自由意志にゆだねられるべきである。しかし、彼らが博士課程で身
につけた能力を最大限に発揮することで社会を発展させていくため
にはキャリアパスの多様化はどうあるべきかについて彼らのキャリ
アパスを支援する大学、彼らを採用する企業などが考えていくことは
重要なことである。 

2008年3月に博士課程修了者を対象として実施したキャリア形成に
関するウェブアンケート調査結果から、アンケート回答者の多くが博
士課程での経験に満足をしており、その経験を活かした仕事に就きた
いと考えていること、および就職活動におけるロールモデルを研究活
動の上で身近な先輩などに求めている割合が高いことが示された。こ
の結果を踏まえ、キャリアパスの多様化を支援していく上での留意点
について考察をおこなう。 

 
 
１．はじめに 
 
 私は、博士課程 3 年だった 6 年前から「博士の生き方」1)というホームペ
ージを運営し、大学院・科学技術関連データの収集・整理とホームページ
上での公開をおこなってきた。この取り組みを始めた動機は、私自身の企
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業への就職活動の経験から、大学院生やポストドクターが客観的なデータ
を見ることで、自分の現状を冷静に見つめ、自分の人生のために行動する
ようになることを期待したことにある。 
 しかし、博士課程修了者が多様なキャリアパスを歩むことが社会にとっ
て意味のあることになるためには、彼らが自らを活かすためにはどうする
のがいいのかを考えるだけでは不十分である。博士課程修了者が自らのキ
ャリアを考えると同時に、彼らを教育する大学、彼らを採用する大学や企
業などの組織も彼らが博士課程で身につけてきた能力を最大限に活かすた
めにはどのように彼らのキャリア形成を支援するのがよいのかを考えてい
く必要がある。 
 これまで博士課程修了者のキャリア形成もしくはキャリア選択に関する
研究としては、国立教育政策研究所が実施した「理系高学歴者のキャリア
形成に関する実証的研究」2)および文部科学省科学技術政策研究所が実施し
た「ポストドクター等のキャリア選択に関する分析」3)がある。これらの研
究はポストドクターが増加したにも係らず、これまで通常のキャリアパス
と考えられていたアカデミックの常勤職が増えないため、アカデミックキ
ャリア以外にキャリアパスを多様化するためにはどのようにすればいいの
かという問題意識から調査をおこなっている。 
 それに対して本稿では、企業就職などのアカデミック以外のキャリアパ
スの多様化がすでに進行しつつあるが、この流れを社会の発展に結びつけ
るためにはどのようにすればよいのかという問題意識から議論を進めてい
く。 
 博士課程修了者のキャリアパスの多様化は、そのことがイノベーション
を創出し高い付加価値を生み出すとの期待から求められおり、政策的に進
められてきた側面が強い。最近では、経済環境の変化から企業においても
高い付加価値を生み出すことが求められつつあり、全体的に博士課程修了
者へのニーズは今後ますます高まっていくのではないかと考えている。 
 本稿では、博士課程修了者（ポストドクターだけではなく、大学教員、
企業研究者などさまざまな職種に就かれた方を対象としている）を対象と
したアンケート結果を示す。この結果から、博士課程修了時点でアカデミ
ックキャリアを選んだ回答者と企業就職を選んだ回答者の間でのキャリア
選択に影響する要因について共通点と相違点を検討する。その上で博士課
程において身に付く能力の特性について、および博士課程を取り巻く科学
技術政策・大学院政策の変化について、また企業を取り巻く社会環境の変
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化についても合わせて検討をおこない、彼らのキャリア形成を支援してい
く上で留意すべき点を考察する。 

 
２．博士課程修了者に関連する科学技術政策・大学院政策の最近 

 
 1970 年代後半から 1980 年代前半にかけて、日本の科学技術水準の向上
に伴い、海外にキャッチアップする時代から世界のトップランナーの一員
として科学技術を切り拓いていく時代に移ったとの認識が高まってきた。
このような認識の高まりの中で、1985 年、「科学技術政策大綱」が閣議決
定され（表１）、行政として基礎研究の推進を強力に推し進めることによっ
て知識創造による国際貢献を果たすとともに、豊かな社会および国民生活
の向上を目指すことが定められた 4)。 
 同時期、大学院教育においては、1987 年に出された大学審議会答申「大
学院の整備充実について」「大学院の量的整備について」5)において、社会・
経済の高度化による修士課程修了者、博士課程修了者へのニーズの増大を
期待し、大学院における教育・研究環境の整備と量的な拡大が指向された。
この施策が追い風となり、1990 年度には約 6,200 人に過ぎなかった博士課
程修了者は、2007 年度には約 17,000 人へと 2.7 倍に拡大し 6)、多くの博士
課程修了者が社会に供給されるようになった。 
 1994 年には科学技術基本法が施行され、1995 年に第 1 期科学技術基本計
画が策定されると基礎研究のさらなる活性化が望まれるようになった。そ
して「ポストドクター等 1 万人支援計画」が決定され、1995 年度には約 4000
人程度だったポストドクターの支援枠 7)は 1998 年度には 1 万人程度 8)にま
で拡大した。2006 年度には、約 1 万 5000 人のポストドクターが大学・公
的研究機関を中心にして活躍をしており 9)、日本における基礎研究の活性
化に寄与している。 
 第 1 期科学技術基本計画以降、大学・公的研究機関における基礎研究の
活性化は、イノベーションを創出する社会システムを担うものとして位置
づけられている。つまり、基礎研究における成果が社会に還元され、新産
業の創成および豊かな社会生活の実現に結びつくことが強く求められるよ
うになっている 10)。 
 イノベーションとは一般的に、「あるアイデアや科学的な発見、技術革新
などが社会に広まり、人々の生活を具体的に変えていき、結果として人々
の価値観や生活様式が変化すること」を指す言葉として使用される 11)。
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Christensen は、イノベーションには既存技術の改良を積み重ねていく「持
続的イノベーション」とこれまでには存在しなかった新しい製品・新しい
手法を生み出し、新しい市場を生み出していく「破壊的イノベーション」
があると述べている 12)。科学技術基本計画など政府の方針で述べられるイ
ノベーションは主に後者を指していると考えられる。 
 平成 14 年度の科学技術白書によると、イノベーションシステムはイノベ
ーションの過程に関係する機関（企業、公的研究機関、大学等）の活動、
それらの諸機関相互間での資源（知識、人材等）の流れ、およびそれらの
活動と資源の流れを規制したり促進したりする様々な外的な要因（政府に
よる規制、金融政策、雇用政策、人材育成政策等）の総体として定義され
ている 13)。 
 博士課程の拡大とポストドクター支援の充実により、多くの博士課程修
了者が大学・公的研究機関に供給され、基礎研究は活性化された。しかし、
イノベーションシステムを構築していく上で、大学・公的研究機関と企業
の間での博士課程修了者の流れは不十分であると考えられている 14)。 
 大学院教育においては、1985 年に出された大学審議会答申「大学院制度
の弾力化」15)において、博士課程の目的に、アカデミックの研究者の養成
だけではなく、多方面で活躍できる高度な研究能力と豊かな学識を持つ人
材の養成が加えられており、博士課程修了者が多様なキャリアパスを歩む
ことが期待されていた。しかし、そのための取り組みは不十分であると考
えられており 16)、2005 年に出された中央教育審議会答申「新時代の大学院
教育」においては、大学院、特に博士課程における入学から学位取得まで
に至る体系的な教育カリキュラムの構築によって学位の質の保証をおこな
っていくとともに、産業界との連携を通じた人材養成による社会ニーズと
のミスマッチの解消が求められるようになった。 
 また、2006 年に策定された第 3 期科学技術基本計画においては、博士課
程修了者に対するアカデミック以外のキャリアサポートを推進するための
大学・公的研究機関の取り組みを促進することが示された 17)。 
 博士課程修了者がイノベーションシステムの構築の中で多様なキャリア
パスを指向することを求められるようになったのは最近のことである。キ
ャリアパスの多様化には、①アカデミックキャリアかノン・アカデミック
キャリアかという軸と②研究者を続けるか研究者を辞めるのかという軸、
そして③博士課程時代の専門に留まるか専門を変えるかという軸が存在し
ていると思われる。 
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 現在、それらの組み合わせの中で、博士課程修了者が自分のキャリアを
どのように築いていけばいいのか、彼らを雇用する企業や諸機関が彼らを
どのように活かしていけばいいのか、そして彼らを育成する大学が彼らを
どのように育てていけばいいのかについて、まだ社会的なコンセンサスが
形成されていないのではないかと考えている。 
 

表１ 最近の科学技術関係施策と大学院教育に関する審議の経過 
 科学技術関係の施策 大学院教育に関する答申 
1985．3 
 

 

 

 

 

1987．12 
 
 
 
 
 
 
 
 
1990．5 
 
 
 
 
 
1990．12 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

科学技術政策大綱の策定 
科学技術面での欧米からのキャッチ
アップの時代が終わり、基礎研究の推
進強化による知的創造を通して国際
貢献と豊かな社会の実現を目指す。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大学審議会答申 
「大学院制度の弾力化について」 
・大学院博士課程の目的に、研究者の養
成だけではなく、多方面で活躍できる
高度な研究能力と豊かな学識をもつ
人材の養成を加える。 

・大学院の組織編成を弾力的に行えるよ
うにする。 

 

大学審議会答申 
「大学院の整備充実について」 
 大学院における教育研究を充実させ
るために、制度面・財政面での充実を
図る。 

 

大学審議会答申 
「大学院の量的整備について」 
・1999 年に 1990 年の学生数の 2 倍程度
まで大学院の規模を拡大させる必要
がある。 

・大学院の側でも大学院の活性化に努
め、必要に応じて研究科等の改組転換
を積極的に進める。 
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1992．４ 
 
 
 
 
 
 
1994．11 
 
 
 
 
 
 
1995．７ 
 
 
 
 
 
 
 
 
2000．3 
 
 
 
 
 
 
 
 
2005．9 
 
 
 
 
 
 
 

「科学技術政策大綱」の新たな策定
「地球と調和した人類の共存」「知的
ストックの拡大」「安心して暮らせる
社会の構築」を目的に研究活動の基盤
の整備と人材育成を行うことを目指
す。 

 
「科学技術基本法」の施行 
・科学技術振興に関する国と地方公共
団体の責務を規定する。 

・科学技術の振興に関する施策の総合
的かつ計画的な推進を図るために、
科学技術基本計画を定める。 

 
「第 1 期科学技術基本計画」の策定
・独創的・革新的技術の創成により新
産業を創出する 

・産学間の連携・交流を促進する。 
・「ポストドクター等 1 万人支援計画」
による研究者層の充実強化と研究者
の流動性を高めることによる基礎研
究の活発化を推進する。 

 
「第 2 期科学技術基本計画」の策定
・「ライフサイエンス」「情報通信」「環
境」「ナノテク」へ研究開発投資を重
点配分する。 

・科学技術の成果の社会への還元を徹
底する。 

・研究者の多様なキャリアパスを開拓
する。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
中央教育審議会答申 
「新時代の大学院教育」 
・博士課程において、学位取得までのプ
ロセスが有機的につながるように組
織的に教育課程を組む。 

・産業界・地域社会などと連携した人材
養成をおこなう。 

・大学院評価の確立により、教育の質を
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2006．3 

 
 
「第 3 期科学技術基本計画」の策定
・イノベーションを生み出すシステム
の強化を進める。 

・博士人材の産業界等での活躍促進を
進める。 

高める。 
 

 

３．博士課程で学生が身につける研究能力についての考察 
 
 まずは、大学から大学院までの教育において学生は何を身につけること
が期待されているのかを大学設置基準 18)、大学院設置基準 19)で確認をする。 
 
＜大学における教育課程＞ 
 「教育課程の編成に当たっては、大学は、学部等の専攻に係る専門の学
芸を教授するとともに、幅広く深い教養及び総合的な判断力を培い、豊か
な人間性を涵養するように適切に配慮しなければならない」（大学設置基準 
第１９条） 
 
＜修士課程の目的＞ 
 「修士課程は、広い視野に立って精緻な学識を授け、専攻分野における
研究能力又はこれに加えて高度の専門性が求められる職業を担うための卓
越した能力を養うことを目的とする」（大学院設置基準 第３条） 
 
＜博士課程の目的＞ 
 「博士課程は、専攻分野について研究者として自立して研究活動を行い、
又はその他の高度に専門的な業務に従事するに必要な高度の研究能力及び
その基礎となる豊かな学識を養うことを目的とする」（大学院設置基準 第
４条） 
 
 すなわち、大学の学部教育においては、幅広い教養に加え専門分野にお
ける体系的な教育が行われ、修士課程および博士課程においては、専門分
野におけるさらなる学識を養うとともに、研究活動を通して高度な研究能
力を身につけていくことが期待されていると考えられる。 
 研究能力を身につけていく過程について、「研究者」20)の中で北澤は、修
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士課程の 2 年くらいで、狭いながらもある分野においてプロとしての凄み
が出てくる学生がいると述べている。これは学生に、ある点に関しては自
分が世界で一番進んでいるという自信が表れるためであるという。北澤に
よると、この段階に達した学生は世界のライバルたちの中で自分がどの位
置を走っているのかわかるようになり、一人でどんどんと自立して研究を
おこなっていけるようになるとのことである。 
 アメリカのノーベル賞科学者たちへのインタビューをおこなった
Zuckerman は、このような過程を「社会化」と呼び、研究で成果を挙げて
自信を深めていくことが学生の社会化を促進すると考えた 21)。彼は卓越し
た科学者は学生時代に研究室に所属し教育やトレーニングを受ける過程で、
知識やスキルを得るだけではなく、所属する専門分野がこれまでに形成し
てきた研究に対する規範・価値感・態度、そして「何を問題と感じるか？」
「スマートな解とはどのような解か？」といった研究におけるセンスを身
につけていくのではないかと述べている。 
 理工系大学院においては、博士論文の審査に至るまでのプロセスを専攻
の内規で規定するようになってきている。内規では、博士論文の審査を受
けるために最低限必要な論文発表の本数、審査の申請をいつおこなえばい
つ学位をとることができるのかが明確にされている。学生は研究室に所属
し、ある研究テーマに対して研究指導を受けながら研究を進め、得られた
研究成果を論文にまとめ雑誌に発表する。卒業研究・修士課程において研
究を体験した学生は博士課程において研究で成果を挙げ、周囲の研究者（研
究室の教員、先輩・後輩、同じ専門の研究者など）から認められていく過
程で自信を深めていき、研究能力を向上させ自立した研究者として独り立
ちしていくことが期待されている。博士課程修了者は自立した研究者とし
て研究できることが期待されているという点で、修士課程修了者とは異な
ると考えることができる。 
 ただし、博士課程修了者の高い研究能力はあくまでも彼の専門分野にお
いて発揮されるものであり、自らの専門分野を離れたときや研究活動を離
れたときには、必ずしも発揮されるとは限らないのではないかと考えてい
る。それは、Zuckerman が述べているように、博士課程の学生の研究能力
の向上は彼の社会化を伴っておこるものと捉えるべきではないかと考えら
れるからである。 
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４．企業における人材政策の変化と博士課程修了者への評価 
 

4.1 多様な個性が尊重される社会への変化 
 日本の雇用政策は、1995 年に日経連（当時）から出された報告『新時代
の「日本的経営」』によって大きく転換したといわれている。これは、日本
経済が低成長時代に入るにあたり、総人件費を抑え、企業の存続を図るこ
とを目的としたものであった。この報告書では、日本的雇用システムとい
われていた年功序列賃金と終身雇用を改め、社員層を彼らの提供する労働
の内容に応じて 3 グループに分けて処遇していくという方向性が示された。 
 この報告書が出された後、1999 年に労働者派遣法が改正され、それまで
の政令指定業務以外にも原則自由に派遣ができるようになると労働者派遣
への需要は急拡大をした。また正社員に対する成果主義的処遇の導入は、
実質的な長時間・低賃金労働に結びついたといわれている 22)。経済の低成
長時代において雇用のあり方が変化する中で、非正規雇用の拡大による経
済的な不安定層の増大が大きな問題として取り上げられるようになってい
る。 
 以上のように労働力を提供する存在としてのみ人間を捉える考え方があ
る一方で、日本のさらなる社会環境・企業の経営環境の変化から、労働者
の人間としての個性や属性、そして生活者としての立場にも注意を払うべ
きであるという考えが生じてきている 23)。 
 国内の少子高齢化の進展に伴う労働力減少を補うための女性・高齢者の
活用の必要性、企業のグローバル化の進展および企業合併の活発化に伴う
さまざまな文化的背景を持った社員と仕事をする機会の増大により、個々
人の性別や家庭の事情、体力の相違に配慮した労働環境の整備、異なる文
化的背景をもった社員に対する配慮への必要性が生じている。 
 また最近では、社会的に企業にはイノベーション創出による高い付加価
値を生み出し続けることが求められるようになってきている。この要求を
実現するために、組織を構成する個々人のもつ多様な個性を尊重し、彼ら
の相互作用を誘起することによってイノベーションを生み出していくとい
う考えが現れてきている。 
 

4.2 企業における博士課程修了者の評価と活用 
 博士課程修了者のうち、製造業に就職する割合は 1990 年度では約 8%、
2007 年度では約 9%と大きく変化はしていないが、採用される人数では約
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480 人から約 1550 人へと 3 倍以上に増加している 24)。 
 博士課程修了者に対する採用企業からの評価については、文部科学省が
出している「民間企業の研究活動に関する調査報告（平成 18 年度）」によ
ると、アンケート回答企業のうち新卒博士を採用している企業の約 60%、
ポストドクターを採用している企業の約 55%が彼らのパフォーマンスが期
待通りであると回答をしている 25)。しかし、企業が博士課程修了者に期待
するパフォーマンスがどのようなものであるのかについては注意をする必
要がある。日本経済団体連合会から 2007 年に発表された「企業における博
士課程修了者の状況に関するアンケート調査結果・要旨」26)によると、回
答企業の約 80%が博士課程修了者の採用について「求める人材が採用でき
ている」と回答している一方で、採用した博士課程修了者の資質全般につ
いては、回答企業の約 80%が「同年齢の修士課程修了者とほぼ同等」と回
答している。このことから、博士課程修了者を採用している多くの企業は
現状では、修士課程修了後に企業で 3 年間過ごすことも博士課程で 3 年間
を過ごすこともそれほど大きな相違がないとみなしていると考えられる。 
 同アンケート調査において、「博士号取得者の配属先について特別な配慮
をしているか」という質問に対して回答企業の約 50%が「配慮をしていな
い」と回答をしている。第 3 章で博士課程修了者の研究能力は彼らが専門
分野において社会化される過程で身につけたものだと述べた。博士課程修
了者の専門性をどのように活かそうかを考慮しないことが、博士課程修了
者の能力を修士課程修了者と同等と見なす一因になっているのではないか
と考えている。 
 企業が博士課程修了者を採用する上では、企業戦略との整合性を意識す
る必要性があると考えている。例えば既存事業を強化・発展させるためで
あればその事業分野を専門とする人材を採用することがよいかもしれない
し、新規事業の種を見つけたいということであれば、自社の事業分野にな
い専門を持った人材を採用した方がよいかもしれない。 
 また、新たに組織に加わる博士課程修了者がその能力を発揮するために
は、多様な個性を尊重できる文化が組織に醸成されていることが必要であ
ると考えている。博士課程修了者を積極的に活かしている企業は、入社し
てくる博士課程修了者が研究能力を磨いてきた文化を尊重しつつ、新しい
組織の文化をストレスなく受け入れていってもらう工夫をしているようで
ある 27)。 
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５．博士課程修了者のキャリア選択に影響する要因 
 

5.1 アンケートの設計 
 前章までに、政策的にイノベーションの創出が求められており、そのた
めの方策の一つとして博士課程修了者のキャリアパスの多様化が考えられ
ていること、博士課程修了者の研究能力は彼の専門分野における社会化の
進展とともに深まるものであること、企業は彼らを活かしていくためには
企業戦略との整合性に留意して処遇する必要があるとともに、彼らがうま
く組織に溶け込めるような配慮をする必要があると述べた。 
 ここでは、博士課程修了者自身が自らのキャリアをどのように形成して
いきたいと考えているのか、そしてそのように考えた背景にはどのような
要因があるのかについて、2008 年 3 月にウェブサイト上で実施したアンケ
ートの結果 28)を紹介する。 
 アンケート項目を定めるにあたっては、図１のように博士課程の学生が
就職決定に至るまでのイメージを描いた。 
 キャリア選択に影響を与える要因として図１の左側に示したように 3 点
を考えた。「博士課程での経験に対する評価」では、本人が博士課程での
経験をポシティブに捉えるか、ネガティブに捉えるかでキャリア選択の方
向性に大きな相違があるのではないかと考えた。「さまざまな職業に対す
る関心の方向・幅」に関しては、本人が持っている様々な職業に対する関
心の方向や幅が、職業の選択をおこなう上で大きく影響をしているのでは
ないかと考えた。「キャリア形成に影響する環境」については、博士課程
時代の自分の身近な人たちのキャリアに対する考え方、実際の進路、修士
課程時代の同期の進路、その他身近ではないがメディアや学会などからの
情報も影響をしていると考えた。そして、図 2 のようにアンケート項目を
立てた。 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 博士人材の就職決定に至るまでのイメージ 

博士課程での経験
に対する評価

さまざまな職業に対
する関心の方向・幅

キャリア形成に影響
する環境

職業の選択 就職
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 アンケートは 2008 年 2 月 25 日～2008 年 3 月 12 日にかけて「博士の生
き方」ウェブサイト上にアンケートフォームを掲示しておこなった。アン
ケート対象者は、博士課程修了者（中退者を含む）と 2007 年度博士課程修
了予定者（中退予定を含む）とした。 
 

5.2 アンケート結果 

5.2.1 博士課程修了者のキャリア選択の特性 
 アンケート回答者数は 422 名、内訳は、工学系 115 名、理学系 188 名、
農学系 46 名、文系 27 名となっている。また、専門別では大きな集団を挙
げると生物系 121 名、化学系 60 名、数学・物理系 57 名となっている。ア
ンケート回答時の職業は、大学の常勤の教員もしくは公的研究機関の常勤
職員 113 名、ポストドクター140 名、企業従業員 58 名、学生 63 名となっ
ている。博士課程修了時の就職先は、アカデミック関係 277 名、企業 81
名であった。 
 アンケート結果を解釈する上での注意点としては、①ウェブアンケート
という性質上、今回のアンケートの趣旨であるキャリア形成に興味をもっ
ている人のみが回答をしている可能性が高いと考えられ点、②回答者の博
士課程修了時の就職先としては、アカデミック関係が企業の 3 倍以上とか
なり多く、両者を比較することは必ずしも適当とはいえない可能性がある
点、③回答者の専門別では、生物系が全体のおよそ 1/3 を占めており、回
答者が生物系の博士課程修了者に偏っている点が挙げられる。 
 アンケート結果の全体集計から以下の特徴が見られた。 
①博士課程に進学したことに対する満足感については、回答者の 80%が「よ

かった」と回答している。 
②就職活動で希望していた業務内容（研究内容）として、回答者の 60%が

博士課程時代の研究テーマとマッチした業務、60%が学会で同じ研究分
類に入る程度にマッチした業務、そして 30%が大学院での研究活動を通
じて身につけた思考様式・行動様式を活かせる業務を希望している(複数
回答可)。 

③博士課程時代に関心を持っていた仕事としては、回答者の 90%が研究
職・技術職、55%が大学教授職に関心をもっていると回答をし、その他
の選択肢（初等・中等教育職、科学技術政策に関る仕事、企業経営、知
財関係、サイエンスコミュニケーションなど）に興味をもつ割合はそれ
ぞれ 10%未満であった（複数回答可）。 
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④博士課程時代の就職活動で希望していた就職先としては、回答者の 80%
がアカデミック分野（大学教員、公的研究機関の研究員、ポストドクタ
ー等）の研究職・教育職、30%が大企業の研究職・技術職を希望し、そ
の他（中小企業の研究職・技術職、ベンチャー企業の研究職・技術職、
企業の研究職・技術職以外の職種等）を希望する割合はそれぞれ 10％未
満であった(複数回答可)。 

⑤博士課程修了後に就いた仕事に対する満足感については回答者の 70%が
満足していると回答をしている。ただし、ポストドクターになった場合
には、仕事内容に対して満足はしているが待遇については不満があると
いうコメントが散見された。 

⑥就職先の選択や希望業務内容を決めるにあたって参考にしたものについ
ては、博士課程時代の周囲の先輩たちの就職活動を見たり聞いたりした
ことを上げる回答者が 50%ともっとも多かった(複数回答可)。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2 アンケート項目 

 
 全体集計で現れた以上の結果から、博士課程修了者のキャリア選択にお
ける特性について次のことが言えるのではないだろうか。 
１．博士課程修了者は、博士課程で得られた経験に満足しており、そのと

きの経験を活かせる仕事に就きたいと考えている。そして待遇で不満に
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思う人はいるが、自分の経験が活かされていると考えている点では博士
課程修了後に就いた仕事には満足している。 

２．博士課程修了者は、研究職・技術職もしくは大学教授職に関心を持っ
ており、その関心に基づいて就職先を選択している（中小企業、ベンチ
ャー企業の研究職を志望する割合が低い理由については、別に考察をお
こなう）。 

３．博士課程修了者は、就職活動を行うにあたっては、自分の周囲の先輩
たちの就職活動を見たり聞いたりして得られた知見に基づいて行動を
している割合が多い。 

 
5.2.2 キャリア選択の多様化が進む上で必要な環境 

 キャリア選択の多様化を考えるためには、企業に就職した回答者とアカ
デミック就職（大学・公的研究機関の常勤教員・常勤研究員およびポスト
ドクター等への就職）した回答者の相違に対して注意を向ける必要がある。
キャリア形成に影響する環境について、「博士課程時代の研究室、知り合い
の研究者の博士課程修了後の進路選択に関する認識に対する印象」におい
て両者の間で差異が見られた。 
 アカデミック就職した回答者のうち、周囲の研究者が博士課程修了後は
「アカデミックポスト以外の進路はありえない」「アカデミックポストに就
くことが望ましい」と思っていると感じていた割合が 60%であり、「自由
に進路を決めてよい」と思っていると感じていた割合が 30%であった。そ
の一方で企業就職した回答者の場合は、周囲の研究者が「自由に進路を決
めてよい」と思っていると感じていた割合が 50%と高い値を示した。 
 また、「博士課程時代の研究室の博士課程の先輩および知り合いの博士課
程修了後の進路に対する印象」では、アカデミック就職した回答者と企業
就職した回答者との間で大きな差異が見られず、「アカデミックポストに就
いたものが多い」と回答した割合が約 50%ともっとも高かった。 
 このことから、キャリアパスが多様化するためには、周囲にアカデミッ
クキャリア以外を選択する先輩・同輩がいることが望ましいが、それ以上
にアカデミック以外のキャリアを選択することも周囲から否定的に受け取
られないことも重要であると考えられる。 
 また、今回のアンケートではアカデミック就職をした回答者が多かった
が、アカデミック就職をした回答者のうち、就職活動の段階では企業も希
望していた回答者が約 20%存在していた。彼らは希望業務内容としては、
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企業就職をした回答者に比べて博士課程での研究テーマにマッチした業務
か学会で同分類に入る程度に近い業務に従事することを選択している割合
が高かった。このことからアカデミック以外にも専門知識を活かせると考
えられる業務が増えることがキャリアパスの多様化を実現していく上で重
要なのではないかと考えられる。 
 

5.2.3 企業就職者の就職活動の特徴 
 企業就職した回答者に関して集計した結果から、次の特徴が見られた。 
① 就職活動時に希望していた就職先としては、大企業の研究職・技術職

が 80%ともっとも多い。アカデミック分野の研究職・教育職は 35%程
度が希望しているが、その他の選択肢（中小企業の研究職・技術職、
ベンチャー企業の研究職・技術職、企業の研究職。技術職以外の職種
等）への希望は 20%以下である（複数回答可）。 

② 修士課程時代の同期の進路に対しては、回答者の 70%が大企業の研究
職・技術者になったのではないかと回答をしている。 

③ 回答者の 75％が博士課程修了年度の春までには就職活動を始めてい
る。 

④ 就職活動時に希望していた業務内容については、「研究テーマとマッチ
している業務」「学会で同じ研究分類に入る程度にマッチしている業
務」を選択している割合がそれぞれ 50%、60%と高いが、「大学院での
研究活動を通じて身につけた思考様式・行動様式を活かせる業務」と
回答している割合も 55%と高い(複数回答可)。 

 
 就職活動時に希望していた就職先として大企業の研究職・技術職がもっ
とも多くなる理由としては、回答者が修士課程時代の同期と同等の社会的
評価を受けることを望んでいるためではないかと考えられる。また、博士
課程で得られた経験は大企業でなければ活かせないと感じている可能性が
あるとも考えている。 
 多くの回答者が修了年度の春までには就職活動を開始している。労働統
計要覧 29)によると従業員 5000 人以上の大企業における採用内定最多時期
は 5 月以前が 75％を占めている。このことから企業就職をした博士課程修
了者は、企業への就職活動について必要な情報収集をおこなえていたので
はないかと推測される。 
 また、企業就職をした博士課程修了者は、「大学院での研究活動を通じて
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身につけた思考様式・行動様式を活かせる業務」を希望している割合が高
かった。これは彼らに「企業に就職をしたい」という動機がまず存在し、
企業が採用後の配属に関して配慮をしない可能性が高いことを知っている
ことから企業就職を考える上では専門性にこだわるべきではない、もしく
は専門性を広げていくべきだと考えていたためであると推測している。第
4 章で紹介した日本経済団体連合会のアンケート結果では、回答企業の
80％が採用した博士課程修了者の資質を同年齢の修士課程修了者と同等と
しており、専門性にこだわらず企業就職をした博士課程修了者が実際に大
学院で身につけた行動様式・思考様式を活かせているのかを調査する必要
があると考えている。 
 

5.3 アンケート結果のまとめ 
 以上、アンケート結果から回答者全体のキャリア選択の特性、キャリア
選択の多様化が進む条件、企業就職した回答者の就職活動の特徴について
まとめてきた。 
 アンケート結果から、博士課程修了者の多くには、博士課程での経験に
対する満足とその経験を活かしたいという気持ちがあるのではないかと思
われる。そして、その経験を活かすためにはどのようにキャリアを選択す
ればいいのかについて博士課程の先輩など研究活動の上で身近なところに
ロールモデルを見出そうとしている人が多いのではないかと推測される。 
 博士課程修了者たちは、ロールモデルから希望する就職先に就職するた
めに必要な条件（いつから就職活動を始めたらいいのか、求人情報はどの
ように集めたらいいのか、就職先では専門性が考慮されるのかされないの
かなど）を学んでいくのではないだろうか。企業就職した回答者の多くが
企業の採用時期を見過ごさないように適切に就職活動をしたように、博士
課程修了者は自分たちの希望の就職先に就職するためにはどのように振舞
わなければいけないのかを的確に把握しているように思われる。 
 博士課程修了者のキャリア選択の結果をイノベーションの創出に結び付
けていくためには、博士課程修了者の個々人が現状のように自らの博士課
程での経験を活かしていきたいと考えるとともに、彼らを採用する大学や
企業などのさまざまな団体が彼らをどのように活かしていきたいのかにつ
いて自らのニーズに合わせて戦略を考えて、それに基づいて処遇をしてい
くことが必要であると思われる。博士課程修了者へのニーズは、彼らのロ
ールモデルを通じて的確に伝わり、そのニーズに共鳴した博士課程修了者
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は、そのニーズに合わせた振る舞いを模索するようになるのではないかと
思われる。 
 
６．まとめ 
 
 キャリアパスの多様化は博士課程修了者個々人にとっては、自分の能
力・価値感・就職可能性などに応じて自由に決めるべきことであると考え
ている。しかし、社会として推し進める場合には、社会にとって最適なキ
ャリアパス多様化のあり方はどのようなものであるかを考える必要がある。 
 第５章で示したアンケート結果から、回答者の多くが博士課程時代の専
門分野かそれに近いところで就職を希望していた点、第３章で述べたよう
に博士課程修了者の研究能力がその専門分野において基本的に発揮される
ものであると思われる点を考えると、博士課程修了者がその能力を最大限
に発揮できるキャリアは博士課程時代の専門分野で研究職に就くことであ
ると思われる。しかし、イノベーションの創出による新産業の発生を通じ
て社会が生み出す付加価値を高めていくためには、博士課程時代の専門分
野を離れ他分野に進出する博士課程修了者がある程度は必要であると考え
られる。 
 「研究者」30)の中で北澤は、研究者には「老舗を守る」タイプの研究者
と「探検」タイプの研究者が存在していると述べている。「老舗を守る」タ
イプの研究者は、自分の専門分野に留まり、その分野の発展に寄与してい
く一方で、「探検」タイプの研究者は新分野で、他の分野に居たことを強み
にして、その分野の専門家とは異なった視点から新しいことを考えること
ができると述べている。異分野へ進出する博士課程修了者には、このよう
な「探検」タイプの研究者としての振る舞いが求められていると考えられ
る。 
 第４章で述べたように、企業における博士課程修了者の採用数は年々増
加しており、企業が彼らの配属において特別な配慮をしていない場合も多
いことから企業に採用された博士課程修了者が博士課程時代とは異なる専
門分野に配属される人数は多いと思われる。ただし、このような配属は、
多くの企業が博士課程修了者を同年齢の修士課程修了者と能力面で同等と
見なしていることから必ずしも博士課程修了者の能力を引き出していると
はいえないと考えられる。 
 博士課程修了者のキャリアパスの多様化は企業にとっては、博士課程修
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了者の配属を決めるにあたって何を期待して配属をするのかということを
明らかにしておくことが重要であると考える。また、異分野への転向を希
望する博士課程修了者は、異分野においてどのように振舞えるのかを考え
る機会が得られることも大切であると考えている。 
 これは第 5 章のアンケートのまとめで述べたようにロールモデルを作り
出していくことが方法として挙げられるが、ロールモデルを作り出してい
く上で、企業もしくは団体が大学院に自分たちが力を入れている、もしく
は力を入れていきたい分野についての寄附講義 31)を提供することが有効な
のではないかと考えている。このような講義を学生が自分の専門の視点か
ら受講することができれば、講義で扱っている分野について新しい見方を
提供することにもつながる可能性があるのではないかと思われる。そのよ
うな見方をもったまま講義で扱った分野に学生が進んできた場合には、何
も考えずに進んできた場合に比べてその分野に新しい展開をもたらす可能
性は高いのではないかと考える。 
 博士課程修了者のキャリアパスに関する問題はそれぞれの専門分野に特
有の事情を抱えている場合がある。例えば、バイオ系のように学問が発展
途上にあり、学問の体系化が進んでおらず、産業も発展途上にあるため、
アカデミック以外では研究職として就職することが難しい分野も存在して
いる。そのため、専門分野個々の事情に配慮をして課題を整理していく必
要がある。ただし、課題の解決に当たっては、第５章のアンケート結果か
ら示されたように博士課程修了者は博士課程での経験に満足をしており、
その経験を活かしたキャリアを歩みたいと考えている点、そして彼らの能
力を最大限に発揮させるためにはどのようにすればよいのかという視点は
欠かせないのではないかと考えている。 
 今年の日本人ノーベル賞受賞者に向けられた賞賛のように、個々の研究
者に対しては、高い評価がなされることはあるが、博士課程修了者全般に
対する評価は一般的に高いとはいえない。博士課程修了者は企業では使い
づらい、博士課程を出ても就職は厳しく、学位をとることは茨の道を歩む
ことだという言説 32)が定着しつつあるように思われる。そして、博士課程
修了者が自らの能力を発揮できないことを自己責任とみなされる風潮も強
い。 
 しかし、彼らがその能力を発揮するためには、学位を持つ個々人が自ら
の能力を発揮しようと努力をすることだけでは不十分であり、社会に彼ら
を受け入れる寛容さと彼らをいかに活かしていくかという戦略が求められ
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る。 
 低経済成長の時代にあり、経済的・精神的な閉塞感が強くなってきてお
り、イノベーションの創出による持続的な社会の発展が望まれている。博
士課程修了者の高い研究能力はイノベーションを誘起していく上で大きな
力となると考えている。 
 今回のアンケートが博士人材を社会で活かしていくための一助となるこ
とを切に望んでいる。 
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